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令和８年８月５日 

 

当月分当月支給と当月分翌月支給が混在している場合の 

個人住民税の入力、納税の手順 

 

当手順書では、「１．当手順書でご説明するケース」の場合の個人住民税の入力、納税の手順をご

説明します。 

 

１．当手順書でご説明するケース 

(1) 給与の支給月分と支給日が「当月分当月支給」と「当月分翌月支給」で混在している。 

 ＜例＞ 

役員 ：６月分６月支給 

正社員：５月分６月支給 

(2) 住民税の控除について、同じ支給日に同じ月分の住民税を控除する。 

 ＜例＞ 

役員 ：６月分６月支給の給与から、６月分の住民税を控除する。 

正社員：５月分６月支給の給与から、６月分の住民税を控除する。 

 

２．手順の概要 

上記１のケースに対処いただく方法として、次の２つがあります。 

  当手順書では、(1)の方法の手順をご説明します。 

(1) 「住民税の予約入力」メニューで、給与の支給月分と支給日が混在する給与体系のうち、いず

れかの給与体系に所属する社員について、１か月ずらして入力いただく方法 

(2) 「社員別給与・賞与の入力」メニューで、控除する住民税を手入力する方法 

 

３．「設定」－「運用基本設定」－「運用基本設定」の「住民税」の「控除時期」の設定 

  給与の支給月分と支給日が混在する給与体系のうち、社員数が多い方の給与体系に合わせた設

定にしてください。 

＜例１＞「前月分の給与から控除」と設定した場合、システムでは、次のとおり控除します。 

役員 ：６月分６月支給：この６月分給与では、７月分の住民税を控除します。 

            （上記１のとおり、実際は６月分を控除する必要があります。） 

正社員：５月分６月支給：この５月分給与では、６月分の住民税を控除します。 

 

＜例２＞「同じ月分の給与から控除」と設定した場合、システムでは、次のとおり控除します。 

役員 ：６月分６月支給：この６月分給与では、６月分の住民税を控除します。 

正社員：５月分６月支給：この５月分給与では、５月分の住民税を控除します。 

            （上記１のとおり、実際は６月分を控除する必要があります。） 
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大変お手数ですが、「住民税の予約入力」メニューでは、上記＜例１＞の場合は役員について、

上記＜例２＞の場合は正社員について、住民税額を１か月ずらして入力してください。その手順

は、次の４のとおりです。 

 

４．「住民税の予約入力」メニューでの入力手順 

 

(1) 「設定」－「住民税」－「住民税の予約」

をクリックし、画面右上の[予約入力]をク

リックします。 

 

(2) 上記３の設定と合っていない給与体系

の社員について、住民税を１か月ずらして

入力します。 

【上記３＜例１＞の場合】 

役員について、「20XX年6月」の欄に5月分の

住民税の金額、「20XX年7月」の欄に6月分の

住民税の金額というように、１か月ずらし

て入力します。 

【上記３＜例２＞の場合】 

正社員について、「20XX年6月」の欄に6月分

の住民税の金額、「20XX年7月」の欄に7月分

の住民税の金額というように、１か月ずら

して入力します。 

 

５．給与計算 

  給与計算においては、「住民税」の「控除時期」の設定と給与月分に基づいて、「住民税の予約

入力」メニューの該当する年月欄の金額が控除されます。（上記４．で１か月ずらして入力した金

額が控除されます。） 
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６．電子納税 

(1) 「電子納税」－「住民税の電子納税」メニューでは、指定した「納付対象月」と上記３の設定

に基づき集計します。 

「納付対象月」に６月を指定した場合、次のとおり集計します。 

＜例１＞ 

「前月分の給与から控除」と設定した場合、５月分給与から控除した住民税額を集計します。 

（役員：６月分６月支給ではなく、５月分５月支給の給与から集計します。） 

＜例２＞ 

「同じ月分の給与から控除」と設定した場合、６月分給与から控除した住民税額を集計しま

す。 

（正社員：５月分６月支給ではなく、６月分７月支給の給与から集計します。） 

(2) そのため、大変お手数ですが、ＴＫＣ電子納税かんたんキットに連携後に、入力した金額を補

正してくださいますようお願いします。 

  なお、通常、住民税額は６月分で端数調整され７月以降は同額となります。住民税の控除期間

（６月～翌年５月）の途中で変更がない場合、次の時期に補正が必要になります。 

＜例１＞ 

「前月分の給与から控除」と設定した場合、正社員は正しく集計できますので、役員につい

て６月分を納付する際（５月分５月支給から集計されており、６月分６月支給から控除すべき

金額に補正）、７月分を納付する際（６月分６月支給から集計されており、７月分７月支給から

控除すべき金額に補正）に補正してください。 

＜例２＞ 

  「同じ月分の給与から控除」と設定した場合、役員は正しく集計できますので、正社員につ

いて５月分を納付する際（５月分６月支給から集計されており、４月分５月支給から控除すべ

き金額に補正）、６月分を納付する際（６月分７月支給から集計されており、５月分６月支給か

ら控除すべき金額に補正）に補正してください。 

(3) 補正する手順は、次のとおりです。 

 

①「電子納税」－「住民税の電子納税」をク

リックし、 画面右上の[電子納税]をクリ

ックします。 

 納税データが電子納税かんたんキットに

連携されます。 
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②「地方税電子納税」タブ－「611 ＦＸクラ

ウド連携」をクリックします。 

 

③「1.納付データの確認」をクリックします。 

※納付方法の選択画面が表示された場合、納

付方法を選択し、[ＯＫ]をクリックしま

す。 

 

④修正する市町村をダブルクリックします 

 

⑤「② 追加データ」タブを選択します。 

  「個人住民税(特別徴収)」欄に加算又は減

算する金額を入力し、[F4 入力終了]をク

リックします。 

※他の市町村も同様に修正します。 

 以降は、電子納税かんたんキットのメニュー番号に沿って操作し、電子納税します。 
以上 


